
私たちは若きITエンジニアを応援しています
当協会の趣旨にご賛同いただき、ITジュニアを共に応援してくださる企業や個人の方を募集しています。日本の明日を担うITジュニアの育成活動に会員としてご参画ください。
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U-16プロコンは、
大人も大いに刺激を受ける学びの場

入会のお問い合わせは　https://www.ajitep.org/contact/まで

1校

NPO法人 ITジュニア育成交流協会

　「実はU-16プロコンの審査員に毎年、必ず1名は社員を加えるようにしている」。そう語るのは、U-16山梨プログラミング
コンテストの開催を主動してきたシー・シー・ダブル山梨事業所の井戸隆一所長だ。「子どもたちのアイディアやセンスから
大いに刺激を受けるから」だという。東京で窓口を務める同社管理本部の斎藤幸子さんとともに、コンテスト立ち上げの経緯
や、その効果について話を聞いた。

コンの初回の参加者は競技部門で
2人、作品部門で5人。少し寂しい
スタートだった」。地産地消フォー
ラムの子供向け講座の参加者に
声をかけたり、教育委員会に依頼
して小学校にチラシを配布しても
らったりして、参加者を募った。
「伝手をたどって市長から教育委
員会に話を通してもらったり、県
庁OBなどのつながりから協力を
依頼したり」して、参加者集めに
奔走したという。地道な努力が実
り、回を重ねるごとに参加者も増
えていった。昨年開催の第5回大
会は競技部門だけでも11名の参
加を得るまでに拡大。「作品部門も
含めると30名以上の参加規模に
なってきて、大会自体の運営も効
率化が必要になってきた」ほどだ
という。
　作品部門では大人顔負けのプレ

ゼンで斬新なアイディアが飛び出
すことも珍しくない。審査や手伝
いで参加したシー・シー・ダブル
の社員は口をそろえて「参加して
よかった」と感想を話すという。
確かに主役はU-16の子どもたち。
しかし「教えを授ける」場ではな
く、ともに学び、成長する場とし
て機能するプロコンは、大人にも
大いに意義深いものだといえるだ
ろう。
（ITジュニア育成交流協会・道越
一郎）

　シー・シー・ダブルは、金成
葉子社長が山梨出身という縁で、
2011年にNPO法人山梨ICT＆コ
ンタクト支援センターを設立。山
梨県のIT系人材の教育・育成を軸
に活動を行っている。代表的なイ
ベントは、12年から毎年開催して
いる「山梨ICT地産地消フォーラ
ム」（今年から「地方創生山梨DX
フォーラム」に名称を変更）。山梨
で育った人材が山梨で働ける環境
をつくることなどを目的としてス
タートした。セキュリティ分野で
は、若年層の意識の向上や人材の
発掘と育成を目的にする「セキュ
リティ・ミニキャンプ in 山梨」を
16年から毎年開催している。いず
れも大学生以上の人たちが主な対
象だ。
　IT教育・育成活動を子どもに
も広げたのが2014年。地産地消

フォーラムで開催した、FMラジ
オをつくる講習会が最初だった。
翌15年からはプログラミングがで
きる子どもパソコン「IchigoJam」
を使った3時間の講座を始めた。
「組み立てに時間がかかり、プロ
グラミングについてはほんの入り
口だけだった。そこで、発展形と
してCHaserを使ったプロコンに
着目した」と斎藤さんは振り返る。
こうした経緯で18年、より本格的
にプログラミングを学ぶ機会と子
どもたちの目標になるイベントづ
くりを目指して、山梨でもU-16
プロコンを立ち上げることになっ
た。都留興譲館高校（当時）の卯
月英二先生の協力のもと、事前講
習会から大会の開催までこぎつけ
た。
　「一番苦労したのは参加者集
め」。井戸所長は語る。「U-16プロ

シー・シー・ダブル山梨事業所の井戸隆一
所長と同社管理本部の斎藤幸子さん（右）
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